
書式第 12号 (法第28条関係)

事 業 報 告 用

平成 30年度 事 業 報 告 書

特定ヨト萱型量塾±△全国整菫置塾壁空会

1 事業の成果

平成 30年度は、救護活動、救命活動等についての情報の提供に関する事業として、救護活動、救命

活動等についての情報の提供を目的としたCSRMア ドバンス ドガイ ド制作のための会議の開催、また、

NHKテ レビスペシャルによる取材への協力を通して、救護活動、救命活動等についての情報の提供を

行って参りました。

また、災害時における救護活動についての研修会、講習会等の企画、開催に関する事業、国内外の災

害救護活動に関わる個人、団体との協力、連絡、連携及び支援に関する事業としては、昨年度に引続き、

全国各所において消防士、災害救護活動に関わる方々の知識、技術の向上を目的とした研修会の実施、

国内外の災害救護活動に関わる個人、団体が開催している研修への協力を行 うことによって、消防士、

災害救護活動に関わる方々の知識、技術の普及と向上と、国内外の災害救護活動に関わる個人、団体の

活動の支援を行って参りました。

令和 1年度は、各事業を安定的に実施することに加えて、香港や台湾など、海外の消防士、災害救護

活動に関わる方々にも参加して頂くことにより、社会教育の推進、災害救援活動の基盤整備及び国際協

力の推進に寄与して参ります。

2 事業の実施に関する事項

(1)特定非営利活動に係る事業 (事業費の総費用 【 4,853 】千円)

定款に記載
された
事業名

事業内容 日時 場所
従事者
人数

受益
対象者
範囲

受益
対象者
人数

事業費
(千円)

救護活動、救命

活動等につい

ての情報の提

供に関す る事

業

救護活動、救命活動等
についての情報の提
供 を目的 としたCS
RMア ドバ ンス ドガ
イ ド制作のための会
議の開催

通年 法人事務
所

3名 一般市民
不特定
多数

673

NHKテ レビスペ シ

ャルよる情報の提供
令和 1年

1月 17日
東京都内

1名 一般市民
不特定
多数

災害時におけ

る救護活動 に

ついての研修

会、講習会等の

企画、開催に関

する事業

消防士、災害救護活動
に関わる方々の知識、
技術の向上を目的 と
した学術集会並びに
ピア ミーテ ィングコ

ース、CSRMス タッ
フ要請コース・ベーシ

ックコース等の企画、
開催

平成 30年
11月 3日

～ 4日
15日

～ 16日
12月 8日

～ 9日
17日

～ 18日
平成 31年

1月 19日

東京都、
広島県、
兵庫県、
茨城県の

広域防災
センター

等

322名

消防士、

災害救護

活動に関

わる方々

457人 3,454
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国内外の災害

救護活動に関

わる個人、団体

との協力、連

絡、連携及び支

援に関する事

業

国内外の災害救護活
動に関わる個人、団体
が開催するス トレス
ケアや救助に関する
研修への協力活動

平成 31年
1月 17日
令和 1年

5月 10日
7月 11日
9月 27日

東京都、

新潟県内

の消防学

校等 3名

消防士、
災害救護
活動に関
わる方々

不特定
多数

724



(法第28条関係 )

平成 30年度 活動計算書
平成 30年 10月 1日 から令和 1年 9月 30日 まで

特定非営利活動法人全国救護活動研究会
(単位
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費
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収
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２

情報の提供に関する事業収益
災害時における救護活動についての

研修会、講習会等の企画、開催
に関する事業収益

国内外の災害救護活動に関わる個人、
団体との協力、連絡、連携及び支援

に関する事業収益
3.受取寄付金等

受取寄付金
4.その他収益

雑収益

経常収益計
Ⅱ 経常費用

1.事業費
(1)人件費

給料手当

人件費計
(2)その他経費

印刷製本費
会議費
旅費交通費
通信費
消耗品費
支払手数料

賃借料
交際費

印刷図書費
その他経費計

事業費計
2.管理費

(1)人件費
給与手当
役員報酬
人件費計

(2)その他経費
会議費
旅費交通費
通信費
消耗品費
事務用品費
修繕費
支払手数料
租税公課
支払報酬料
その他経費計

管理費計
経常費用計

当期経常増減額
Ⅲ 経常外収益

経常外収益計
Ⅳ 経常外費用

過年度損益修正損

経常外費用計
当期正味財産増減額

日

】 金 額

55,000
2,145,000

4,476,000

ｎ
）

190,000

7,500

2,200,000

4,476,000

190,000

7,500

０

〉

127,480
131,145

2,314,384
198,266

1,353,966
30,000
163,700

310,732
223,500

4,853,173

960,000
0

960,000

12,030
4,080

50,647
445,321

63,626
18,460
4,416

39,600
270,600
908,780

4,853,173

1,868,780

6 873 500

6,721,953
151,547

ｎ

）

1,649,050 1,649,050
1,649,050

-1,497,503



前期繰越正味財産額
次期繰越正味財産額 -1 174 451

323 052



書式第 15号 (法第28条関係)

平成30年度 貸借対照表

令和 1年 9月 30日 現在

特定非営利活動法人全国救護活動研究会

(単位 :円 )

科
日

【 金 額

I 資産の部

1 流動資産

現金

普通預金

流 動 資 産 合 計

2 固定資産

建物

車両運搬具

工具器具備品

固 定 資 産 合 計

3 繰延資産

創立費

創業費

繰 延 資 産 合 計

資 産 合 計

Ⅱ 負債の部

1 流動負債

役員借入金

流 動 負 債 合 計

2 固定負債

固 定 負 債 合 計

負 債 合 計

Ⅲ 正味財産の部

前期繰越正味財産

当期正味財産増減額

正味財産合計

負債及び正味財産合計

0

1,519,335

1,519,335

5 658,253

6,832,704

2,394,684

249,900

616,752

3,261,336

173,400

704,182

877,582

6,832,704

6,832,704

0

0

323,052

-1,497,503

-1,174,451

5,658,253



平成30年度 計算書類の注記

特定非営利活動法人全国救護活動研究会
重要な会計方針

計算書類の作成は、NPO法 人会計基準 (2010年 7月 20日 2011年 11月 20日 一部改正 N
PO法人会計基準協議会)に よっています。

2.事 業別損益の状況
:円 )

合計科 目

救護活動.枚命
活動等について
の情報の提供に
関する事業

災営時における枚護

活動についての研修

会.講習会等の企

画.開催に関する事

業

国内外の災営救護活

動に関わる個人、団

体との協力.連絡 .

連携及び支援に関す

る事業

事業部門計 管理部門

0

4,476,000
0

0

2,200,000
0

190,000

7,500

2,200,000

4,476,000
190,000

7,500

0

4,476,000
0

0

2,397,500 6,873,5004,476,000 4,476,000

960,000
0

960,000

0

960,000960,000

127,480

143,175

2,318,464

248,913
1,799,287

34,416

163,700

310,732
223,500

63,626
18,460

39,600
270,600

0

26,229
0

39,653

270,793
10,000

0

103,577

223,500
0

0

0

0

127,480

91,802
1,851,507

158,613
947,776
10,000

163,700

103,578

0

0

0

0

0

0

13,114

462,877
0

135,397

10,000

577

0

0

0

0

0

ｎ

）

127,480

131,145

2,314,384
198,266

1,353,966
30,000

163,700

310,732

223,500
0

0

0

0

0

12,030

4,080
50,647

445,321

4,416
0

0

0

63,626

18,460

39,600
270,600

673,752 3,454,456 724,965 4,853,173 908,780 5,761,953

6,721,953673,752 3,454,456 724,965 4,853,173 1,868,780

151,547-673,752 1,021,544 -724,965 -377,173 528,720

I 経常収益
1.受取会費
2.事業収益
3.受取寄附金等
4.その他収益

経常収益計
Ⅱ 経常費用
(1)人 件費

給料手当

役員報酬
人件費計

(2)そ の他経費
印刷製本費
会議費
旅費交通費
通信費
消耗品費
支払手数料

賃借料
交際費
印刷図書費
事務用品費
修繕費
租税公課
支払報酬料
その他経費計

経常費用計

当期経常増減額



書式第 17号 (法第 28条関係)

平成30度  財産目録

令和 1年 9月 30日 現在

特定非営利活動法人全国救護活動研究会

(単位 :円 )

科
日

【 金 額

I 資産の部

1 流動資産

現金

普通預金

流 動 資 産 合 計

2 固定資産

建物

車両運搬具

工具器具備品

固 定 資 産

3 繰延資産

創立費

創業費

繰 延 資 産

資  産  合

合 計

合 計

計

Ⅱ 負債の部

1 流動負債

役員借入金

流 動 負 債 合 計

2 固定負債

固 定 負 債 合 計

負 債 合 計

正 味 財 産

30,000

1,489,335
1,519,335

5,658,253

2,394,684

249,900

616,752

3,261,336

173,400

704,182

877,582

6,832,704

6,832,704

6,832,704

0

0

-1,174,451



書式第 18号 (法第 28条関係 )

平成 30年度年間役員名簿 Jl:篇暦紫ぢF柵 騒Iξttξ赫′紫』J肥繁哲
所並

特定非営利活動法人全国救護活動研究会

1 確認事項 (法第 20条及び第 21条を確認の上、チェックを入れてください。)

□以下の役員には、欠格事由者が含まれません。 (法第 20条関係 )

□各役員について、親族の規定に違反 していません。 (法第 21条関係 )

2 役員一覧

役 名
どちらかにO

( フ リガナ)

名氏

住 所 又 は 居 所
前事業年度内の

就任期間

報酬を受けた期間

(該 当者のみに記入)

監事

ヤクシ  トクシ
・ロウ 平成30年 lo月 1日

令和 1年 9月 30日

年 月

月

日

日年人櫛 徳二郎

2 (種B>監事
ナカムラ  ナオヤ

中村 直哉

平成30年 10月 1日

令和 1年 9月 30日

年 月

月

日

日年

3 (理∋>監事
イトイ  トモユキ

糸井 友行

平成30年 10月 1日

令和 1年 9月 30日

年 月

月

日

日年

4 (厘3)・ 監事
ヨシオカ  トシユキ

告岡 利征

平成30年 10月 1日

令和 1年 9月 30日

年 月

月

日

日年

5 監 事

クマサ'ワ  ミツアキ

熊澤 光明

平成30年 10月 1日

令和 1年 9月 30日

年 月

月

日

年 日

6 理事〈E∋
ヤナキ

ヾ
  ヒテ・オ

柳 英雄

平成30年 10月 1日

令和 1年 9月 30日

年 月

月

日

日年

7 理事・監事

平成

平成

年

年

月  日

月 曰

年 月

月

曰

曰年

理事・監事

平成

平成

年  月  日

年 月 日

年 月

月

日

日年

9 理事・監事

平成

平成

年

年

月  日

月  日

年 月

月

日

日年

10 理事・監事

平成

平成

年

年

月  日

月  日

今=   月   日

年  月  日

事 業 報 告 用



書式第 4号 (法第 10条 。第 28条関係 )

設立・事業報告用

社 員 名 簿 (社員のうち 10人以上の者の名簿)

特定非営利活動法人全国救護活動研究会

氏   名 住 所 又 は 居 所

八櫛 徳二郎

2 中村 直哉

3 糸井 友行

4 告岡 利征

5 熊澤 光明

6 吉井 和彦

7 立石 裕一

8 小島 大輔

9 大坪 純一

10 片野 克重

11 清水 宏行

12


